
　

第７期定時株主総会招集ご通知に際しての
　

インターネット開示事項
　

連結注記表
　

個別注記表
　

第７期
（2020年１月１日から2020年12月31日まで）

　

セグエグループ株式会社
　

上記事項は、法令及び当社定款第 15 条 の 規 定に基づき、当社ウェブサイト
（https://segue-g.jp/) に掲載することにより、株主の皆様にご提供しております。
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連 結 注 記 表
【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記】
１．連結の範囲に関する事項
すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数
７社
連結子会社の名称
ジェイズ・コミュニケーション株式会社
ジェイズ・テレコムシステム株式会社
ジェイシーテクノロジー株式会社
ジェイズ・ソリューション株式会社
ファルコンシステムコンサルティング株式会社
株式会社アステム
サイバートップ株式会社

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。
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②たな卸資産
通常の販売目的で保有するたな卸資産
評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)
ⅰ 商品
移動平均法

ⅱ 未成工事支出金
個別法

ⅲ 貯蔵品
最終仕入原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産
定率法を採用しております。ただし、1998年４月以降に取得した建物(建物附属設備
は除く)については、定額法を採用しております。また、2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ３～40年
車両運搬具 ５～６年
工具、器具及び備品 ２～15年

②無形固定資産
自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を
　 採用しております。

市場販売目的のソフトウェア 見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間
　 （３年以内）に基づく均等配分額とを比較し、いずれ

　 か大きい額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
　①貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

　②賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込み額に基づき当期に見合

う分を計上しております。
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　③株式給付引当金
株式給付信託（J-ESOP）による当社株式等の給付に備えるため、株式給付規程に基
づき、当社及び連結子会社の取締役および従業員に割り当てられるポイントに応じた当
社株式等の給付見込額を計上しております。

(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①重要な繰延資産の処理方法
株式交付費
支出時に全額費用として処理しております。

②退職給付に係る会計処理の方法
当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に
係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま
す。

③重要なヘッジ会計の方法
ⅰ ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。

ⅱ ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。
ヘッジ手段…為替予約、通貨オプション
ヘッジ対象…外貨建輸入取引及び外貨建買掛金並びに外貨建売上取引及び外

貨建売掛金

ⅲ ヘッジ方針
デリバティブ取引に係る権限、取引限度額等を定めた内部規程に基づき、外貨
建予定取引に係る為替変動リスクを軽減するために為替予約及び通貨オプション
を行っております。

ⅳ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段である為替予約及び通貨オプションとヘッジ対象となる外貨建輸入
予定取引及び外貨建買掛金並びに外貨建売上取引及び外貨建売掛金に関する重要
な条件が同一であるため、ヘッジに高い有効性があるものと判断しております。
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④のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果が発現する期間を個別に見積もり、20年以内で
均等償却することにしております。

⑤消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．追加情報
　（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
(1) 株式給付信託（J-ESOP）
　当社は、2020年２月18日開催の取締役会決議に基づき、当社の株価や業績と当社及び子
会社の役職員（以下、「幹部社員等」といいます。）の処遇の連動性をより高め、経済的な効
果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への意欲や士気を高めるため、幹
部社員等に対して当社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託（J-ESOP）」
（以下、「本制度」といいます。）を導入しております。
① 取引の概要
　本制度は、予め当社及び子会社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした
幹部社員等に対し当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下、「当社
株式等」といいます。）を給付する仕組みです。
　当社は、幹部社員等に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件によ
り受給権を取得したときに当該付与ポイントに相当する当社株式等を給付します。幹部社
員等に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、
信託財産として分別管理するものとします。
② 信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により
純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、
当連結会計年度99,958千円、127,300株であります。
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(新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り)
　当社グループは、連結財務諸表作成時に入手可能な情報に基づき、固定資産の減損会計や
繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行なっております。当社グループは、会計
上の見積りに用いた仮定について、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による重要な影響
はないと考えております。

【会計上の見積りの変更】
　当連結会計年度において、本社の移転（フロア変更）及びその時期を決定したため、移転
後利用見込のない固定資産について耐用年数の見直しを行いました。また、本社の不動産賃
貸借契約に基づく原状回復義務として計上していた資産除去債務の見積額および使用見込期
間の変更を行いました。

　これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整
前当期純利益はそれぞれ16,981千円減少しております。
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【連結貸借対照表に関する注記】
有形固定資産の減価償却累計額 836,626千円

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数
普通株式 11,557,035株

２．自己株式の数に関する事項
株式の種類 当連結会計年度

期首の株式数（株）
当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末の株式数（株）

普通株式 236 127,353 ― 127,589
(注)１．当連結会計年度末の自己株式数には、「株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として株式会社日

本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式が127,300株含まれております。
　 ２．（変動事由の概要）
　 増加の主な内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取による増加 53株
株式給付信託（J-ESOP）の信託財産取得による増加 127,300株

３．剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2020年３月24日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 114,869 　10 2019年12月31日2020年３月25日

（注） １株当たり配当額10円には、東京証券取引所市場第一部への市場変更及び創業25周年の記念配当５円
を含んでおります。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな
るもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2021年３月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 184,907 　16 2020年12月31日2021年３月26日

(注) 配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）」が保有する当社株式に対する配当金2,036千円が含ま
れております。

４．当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数
普通株式 228,790株
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【金融商品に関する注記】
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、一時的な余資を安全性の高い金融資産で運用
する方針であります。また、運転資金については、主として銀行との当座貸越契約によ
り調達する方針であります。設備投資資金については、自己資金及び銀行からの長期借
入金により調達する方針であります。デリバティブは、当社の通常営業取引に損失が見
込まれる場合、当該損失を回避する目的のみに利用し、投機的な取引は行わない方針で
あります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制
営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されて

おります。当該リスクに関しては、取引先の信用状況を監視するとともに、取引先ごと
の債権残高を随時把握することによってリスクの軽減を図っております。なお、売掛金
には外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、為替予約及び通貨
オプションを利用して当該リスクを軽減しております。
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式等であり、市場価格等の変動リス
クに晒されておりますが、定期的に時価や発行会社の財務状況等を把握し、そのリスク
状況を勘案して、保有状況を継続的に見直すことで、リスクの軽減を図っております。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年内の支払期日であり、適時に資金管理
を行うことにより、支払期日に支払いを実行できなくなるリスクを管理しております。
なお、買掛金には外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、為替
予約及び通貨オプションを利用して当該リスクを軽減しております。
デリバティブ取引のうち為替予約及び通貨オプションは、外貨建輸入取引及び外貨建
売上取引に係る為替の変動リスクの軽減を目的としております。また、デリバティブ取
引については、内部規程に従って、取引の実行及び管理を行っております。なお、ヘッ
ジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等に
ついては、前述の連結計算書類作成のための基本となる重要な事項「４. 会計方針に関
する事項 (4) その他の連結計算書類の作成のための重要な事項 ③重要なヘッジ会計
の方法」をご参照下さい。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的
に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん
でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあり
ます。

2021年02月26日 10時21分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 8 ―

２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注
２)を参照下さい。)。

連結貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 1,727,426 1,727,426 ―
(2) 受取手形及び売掛金 2,088,973
　貸倒引当金 ※１ △865

2,088,108 2,088,108 ―
(3) 電子記録債権 87,262 87,262 ―
(4) 未収入金 428,133 ―
　貸倒引当金 ※１ △5

428,128 428,128 ―
(5) 投資有価証券
　 その他有価証券 487,232 487,232 ―

資産計 4,818,159 4,818,159 ―
(1) 買掛金 804,759 804,759 ―
(2) 長期借入金 ※２ 9,858 9,885 27

負債計 814,617 814,644 27
デリバティブ取引 ※３ △1,160 △1,160 ―
※１．受取手形及び売掛金並びに未収入金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。
※２．長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金が含まれております。

　 ※３．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 電子記録債権、(4) 未収入金
これらはすべて短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっております。

(5) 投資有価証券
これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、投資信託は取引金融機関
等から提示された価格によっております。
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負 債
(1) 買掛金

短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。
(2) 長期借入金
元利金の合計額を借入の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値
により算定しております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引の時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
(単位：千円)

区分 2020年12月31日
非上場株式 115,500

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか
ら、「(5)投資有価証券」には含めておりません。

【１株当たり情報に関する注記】
１株当たり純資産額 274円91銭
１株当たり当期純利益 55円62銭
(注) 「株式給付信託（J-ESOP）」導入において設定した株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有

する当社株式は、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、自己株式数に含めてお
ります。
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【重要な後発事象に関する注記】
　（取締役に対する株式報酬型ストック・オプション（新株予約権）の発行）

当社は、2020年３月24日開催の第６期定時株主総会において承認されました「取締役
に対する株式報酬型ストック・オプション報酬額及び内容決定に関する件」により、当社
取締役（監査等委員である取締役を除く）に対する報酬等として年額80,000千円の範囲
内、当社監査等委員である取締役に対して年額5,000千円の範囲内で、ストック・オプシ
ョンとして新株予約権を発行するための報酬等につきご承認いただいておりますが、これ
に基づき、2021年２月12日開催の当社取締役会において、当社取締役に対して株式報酬
型ストック・オプションとして発行する新株予約権の内容を下記のとおり決議いたしまし
た。

記
　１．ストック・オプションとして本新株予約権を発行する理由

当社が今後の収益の向上及び企業価値の増大を目指すにあたり、株主の皆様と株価を通
じたメリットやリスクを共有することにより、より一層の意欲と士気を向上させ、当社の
企業価値の向上を図ることを目的として、当社の取締役７名に対して、新株予約権を発行
するものであります。

　２．新株予約権の名称
　セグエグループ株式会社 第７回新株予約権（株式報酬型ストック・オプション）

　３．新株予約権発行の要領
　（１）新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数

　当社監査等委員でない取締役 ４名 34,061個
　当社監査等委員である取締役 ３名 696個

（２）新株予約権の総数
34,757個とする。
新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は、当
社普通株式１株とする。
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込がなされなかった場合等、割り当てる
新株予約権の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する
新株予約権の総数とする。
ただし、（３）に定める株式の数の調整を行った場合は、付与株式数についても同様
の調整を行うものとする。

（３）新株予約権の目的たる株式の種類及び数
当社普通株式34,757株とする。
なお、新株予約権の目的たる株式の数は、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、
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株式無償割当て又は株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。た
だし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の
目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、
これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
また、上記のほか、割当日後、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた
ときは、当社は合理的な範囲で必要と認める株式数の調整を行う。

（４）新株予約権と引換えに払い込む金額
新株予約権の１個あたりの払込金額は、新株予約権の割当日において、ブラック・シ
ョールズ・モデルにより算定した１株当たりのオプション価格に新株予約権１個当た
りの目的である株式の数を乗じた金額とする。なお、新株予約権の割当てを受ける当
社取締役は、当該払込金額の払込みに代えて、報酬債権と新株予約権の払込債務とを
相殺するものとする。

（５）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
新株予約権１個あたりの行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使す
ることにより交付を受ける株式１株当たり１円とし、これに付与株式数を乗じた金額
とする。

（６）新株予約権を行使することができる期間
2021年２月28日から2051年２月27日までとする。
ただし、権利行使期間の最終日が当社の休業日にあたるときは、その前営業日を最終
日とする。

（７）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金
に関する事項
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会
社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１
の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるもの
とする。

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、
上記①に記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減
じた額とする。

（８）譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件
① 当社は、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる会社
分割契約又は会社分割計画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約又
は株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議
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が不要な場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定め
る日に、新株予約権を無償で取得することができる。

② 当社は、新株予約権者が下記（12）に記載の権利行使の条件に該当しなくなった
こと等により権利を行使し得なくなった場合、新株予約権を無償で取得すること
ができるものとする。

③ 新株予約権者が「第７回新株予約権割当契約」の条項に違反した場合、当社は新
株予約権を無償で取得することができる。

（10）組織再編行為の際の新株予約権の取り扱い
当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交
換又は株式移転（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合におい
て、組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予
約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236 条第
１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新
株予約権を、以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合において、
残存新株予約権は消滅するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の
新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割
計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数
組織再編行為の効力発生の時点における残存新株予約権の新株予約権者が保有す
る新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記（３）に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の
条件等を勘案のうえ、調整した再編後の行使価額に新株予約権の目的である株式
の数を乗じて得られる金額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間
上記（６）に定める残存新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織
再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記（６）に定める残存新株
予約権を行使することができる期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準
備金に関する事項
上記（７）に準じて決定する。
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⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議（再編
対象会社が取締役会設置会社でない場合には、「取締役の決定」とする。）による承
認を要するものとする。

⑧ 再編対象会社による新株予約権の取得事由及び条件
上記（９）に準じて決定する。

⑨ 新株予約権の行使の条件
下記（12）に準じて決定する。

（11）端数の切捨て
新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り
捨てるものとする。

（12）新株予約権の行使の条件
① 新株予約権者は、当社の取締役並びに当社子会社の取締役、監査役及び執行役員
のいずれかの地位を喪失した日の翌日から10日（10日目が休日に当たる場合には
前営業日）を経過する日までに限り、新株予約権を一括して行使することができ
るものとする。

② その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で
締結する「第７回新株予約権割当契約」に定めるところによる。

（13）新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項
当社は、新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

（14）新株予約権の割当日
2021年２月27日

（注）連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書の記載金額は千円未満
を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
１．有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

(2) その他有価証券
時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
　定率法を適用しております。ただし、2016年4月1日以降に取得した建物付属設備に
ついては、定額法を採用しております。

３．繰延資産の処理方法
　株式交付費
　支出時に全額費用として処理しております。

４．引当金の計上基準
　①退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき
計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退
職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　 ②株式給付引当金
株式給付信託（J-ESOP）による当社株式等の給付に備えるため、株式給付規程に基づ
き、当社の取締役および従業員に割り当てられるポイントに応じた当社株式等の給付見込
額を計上しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

2021年02月26日 10時21分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 15 ―

６．追加情報
「連結注記表【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記】５．追

加情報」に記載しているため、注記を省略しております。

【会計上の見積りの変更】
　当事業年度において、本社の移転（フロア変更）及びその時期を決定したため、移転後利
用見込のない固定資産について耐用年数の見直しを行いました。また、本社の不動産賃貸借
契約に基づく原状回復義務として計上していた資産除去債務の見積額および使用見込期間の
変更を行いました。
　これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利
益はそれぞれ16,981千円減少しております。

【貸借対照表に関する注記】
有形固定資産の減価償却累計額 16,845 千円

関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 66,890 千円
短期金銭債務 928 〃

【損益計算書に関する注記】
関係会社に対する取引高
営業取引による取引高
　営業収益 664,380 千円
　一般管理費 △3,382 〃
営業取引以外の取引による取引高 491 〃

【株主資本等変動計算書に関する注記】
自己株式の数に関する事項
株式の種類 当事業年度期首

の株式数（株）
当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末の
株式数（株）

普通株式 236 127,353 ― 127,589
(注)１．当事業年度末の自己株式数には、「株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として株式会社日本カ

ストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式が127,300株含まれております。
　 ２．（変動事由の概要）
　 増加の主な内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取による増加 53株
株式給付信託（J-ESOP）の信託財産取得による増加 127,300株
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【税効果会計に関する注記】
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
　未払費用 6,427 千円
　退職給付引当金 3,641
　株式給付引当金 317
　未払事業税 　 1,936
　未払事業所税 242
　株式報酬費用 9,406
　減価償却超過額 2,213
　資産除去債務 2,370
　その他有価証券評価差額金 4,410
繰延税金資産小計 30,965
評価性引当額 △13,816
繰延税金資産合計 17,148

【関連当事者との取引に関する注記】
子会社等

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金又
は出資金
(千円)

事業の内
容

又は職業

議決権等
の所有
(被所有)割
合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

子会社
ジェイズ・コミ
ュニケーション
㈱

大阪市
淀川区 237,500 情報通信業

(所有)
直接
100

経営指導
役員の兼任等

経営指導料
事務委託収入
配当金収入
出向料収入

119,880
217,740
237,720
10,325

営業未収入金
その他

27,533
4,509

子会社 ジェイズ・テレ
コムシステム㈱

東京都
中央区 50,000 情報通信業

（所有）
直接
100

経営指導
資金貸付
役員の兼任等

利息の受取
貸付の回収

266
20,000

短期貸付金
未収利息

7,500
11

子会社
ファルコンシス
テムコンサルテ
ィング㈱

東京都
中央区 10,000 情報通信業

（所有）
直接
100

経営指導
資金貸付
役員の兼任等

利息の受取 225 短期貸付金未収利息
20,000

19

(注)１．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

２．経営指導料及び事務受託収入は、グループ会社経営管理のための当社の必要経費を基準として決定し
ております。

３．資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。
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【１株当たり情報に関する注記】
１．１株当たり純資産額 167円50銭
２．１株当たり当期純利益 20円41銭
(注) 「株式給付信託（J-ESOP）」導入において設定した株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有す

る当社株式は、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、自己株式数に含めておりま
す。

【重要な後発事象に関する注記】
「連結注記表【重要な後発事象に関する注記】」に記載しているため、注記を省略しており

ます。

（注）貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書の記載金額は千円未満を切り捨てて
表示しております。
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